
東アジアにおけるバイオ
マスタウン構想普及支援
事業

支出負担行
為担当官
農林水産省
大臣官房経
理課長　石
田 寿

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月12日

株式会社
エックス都
市研究所
本社

東京都豊島
区高田二丁
目17番22号
目白中野ビ
ル６Ｆ

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

－ － － 10,696,000 10,696,000 100.0% － － 1 0 － －

牛乳乳製品調査集計プ
ログラムの修正業務

支出負担行
為担当官
農林水産省
大臣官房経
理課長　石
田　寿

東京都千代
田区霞が関
一丁目２番
１号

平成22年7月30日

日立ビジネ
スソリュー
ション(株)ソ
リューション
第１営業部

神奈川県横
浜市中央区
桜木町１－
１－８

予算決算及
び会計令第
99条の2（不
落随意契
約）

- － － － 4,147,500 － － － 0 0 － －

平成22年度有害化学物
質リスク管理基礎調査事
業
（水産物中のマラカイトグ
リーン及びロイコマラカイ
トグリーン含有実態緊急
追加調査）

支出負担行
為担当官
農林水産省
消費・安全
局長　平尾
豊德

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月2日
財団法人
日本冷凍食
品検査協会

東京都港区
芝大門2丁
目4番6号

会計法第29
条の3第4項
（緊急）

緊急の必要によ
り競争に付するこ
とができないため

－ － 3,500,693 3,500,693 － 4 1 － － －

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日

財団法人か
ずさディー・
エヌ・エー研
究所

千葉県木更
津市かずさ
鎌足２－６
－７

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 44,370,000 44,370,000 100.0% 1 0 － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日

兵庫県立農
林水産技術
総合セン
ター

兵庫県加西
市別府町南
ノ岡甲１５３
３

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 13,916,000 13,916,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
秋田県農林
水産技術セ
ンター

秋田県秋田
市雄和相川
字源八沢３
４－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 17,305,000 17,305,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日 愛媛県

愛媛県松山
市一番町四
丁目４番地
２

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 30,000,000 30,000,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
学校法人明
治大学

東京都千代
田区駿河台
神田１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 21,460,000 21,460,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度農業用アシ
ストスーツの開発委託事
業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
国立大学法
人和歌山大
学

和歌山県和
歌山市栄谷
９３０

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 40,000,000 40,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度冬作物の高
品質化に資する基盤技
術の開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
国立大学法
人鳥取大学

鳥取県鳥取
市湖山町南
４－１０１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 50,000,000 50,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度小型ロボット
による畦畔除草等自動化
技術の開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
財団法人新
産業創造研
究機構

兵庫県神戸
市中央区港
島南町１－
５－２神戸
キメックセン
タービル６
階

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 40,000,000 40,000,000 100.0% 0 0 7 1

平成２２年度バイオ炭化
水素製造技術の開発委
託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
国立大学法
人富山大学

富山県富山
市五福３１９
０

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 39,960,000 39,960,000 100.0% － － 6 0

平成２２年度自給飼料多
給による高付加価値鶏
肉・鶏卵生産技術の開発
委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
国立大学法
人東北大学

宮城県仙台
市青葉区堤
通雨宮町１
－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 50,000,000 50,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度絹糸タンパ
ク質を用いた小口径人工
血管の開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
国立大学法
人東京農工
大学

東京都府中
市晴見町３
－８－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 40,000,000 40,000,000 100.0% － － 1 0 特になし



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度自給飼料多
給による高付加価値豚肉
生産技術の開発委託事
業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月1日
国立大学法
人山形大学

山形県山形
市小白川町
１－４－１２

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 90,000,000 90,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日
岐阜県情報
技術研究所

山形県山形
市小白川町
１－４－１２

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 15,356,000 15,356,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日
岐阜県中山
間農業研究
所

岐阜県飛騨
市古川是重
２丁目６－５
６

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 20,337,000 20,337,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日 長野県

長野県長野
市大字南長
野字幅下６
９２の２

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 10,000,000 10,000,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日 京都府

京都府京都
市上京区下
立売通新町
西入藪ノ内
町

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 23,110,000 23,110,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日 香川県
香川県高松
市番町４－
１－１０

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 49,460,000 49,460,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日
国立大学法
人京都大学

京都府京都
市吉田本町
３６－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 59,872,000 59,872,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日
株式会社ハ
ウステック

東京都板橋
区板橋三丁
目９番７号
板橋セン
タービル

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 29,578,000 29,578,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日
浅野産業株
式会社

岡山県岡山
市北区南中
央町１２－１
６

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 27,481,000 27,481,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月9日 宮崎県
宮崎県宮崎
市橘通東２
－１０－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 16,100,000 16,100,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月12日
岩手県農業
研究セン
ター

岩手県北上
市成田２０
－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 38,747,000 38,747,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月16日
国立大学法
人宮崎大学

宮崎県宮崎
市学園木花
台西１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 35,073,000 35,073,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月16日
国立大学法
人高知大学

高知県高知
市曙町二丁
目５番１号

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 24,318,000 24,318,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月16日
国立大学法
人東京大学

東京都文京
区本郷７丁
目３番１号

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 16,618,000 16,618,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月16日

地方独立行
政法人北海
道立総合研
究機構

北海道札幌
市北区北１
９条西１１丁
目

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 58,289,000 58,289,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月16日 島根県
島根県松江
市殿町１番
地

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 24,257,000 24,257,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月16日
独立行政法
人産業技術
総合研究所

東京都千代
田区霞が関
１－３－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 34,895,000 34,895,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月20日 千葉県
千葉県千葉
市中央区市
場町１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 27,060,000 27,060,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月20日 愛知県

愛知県名古
屋市中区三
の丸三丁目
１番２号

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 46,249,000 46,249,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月20日 三重県
三重県津市
広明町１３

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 34,793,000 34,793,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月20日
公立大学法
人秋田県立
大学

秋田県秋田
市下新城中
野字街道端
西２４１番地
４３８

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 20,450,000 20,450,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月20日
塩水港精糖
株式会社

東京都中央
区日本橋堀
留町２－９
－６

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 47,000,000 47,000,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月22日
国立大学法
人名古屋大
学

愛知県名古
屋市千種区
不老町

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 34,510,000 34,510,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月22日
国立大学法
人筑波大学

茨城県つく
ば市天王台
１－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 34,557,000 34,557,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月22日
国立大学法
人長岡技術
科学大学

新潟県長岡
市上富岡町
１６０３－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 40,365,000 40,365,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月28日 福井県
福井県福井
市大手３－
１７－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 13,180,000 13,180,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月28日
栃木県畜産
試験場

栃木県芳賀
郡芳賀町稲
毛田１９１７

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 45,960,000 45,960,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長奥原正明

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月28日
国立大学法
人九州大学

福岡県福岡
市東区箱崎
６－１０－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 14,042,000 14,042,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２０２０牛の
非侵襲血液
成分測定コ
ンソーシア
ム業務執行
組合員独立
行政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 18,867,000 18,867,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０１１）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 41,310,000 41,310,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（緊急対応型調査研究
課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

独立行政法
人農業・食
品産業技術
総合研究機
構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 19,850,000 19,850,000 100.0% － － － － －

本事業は競
争的研究資
金によるも
ので、研究
課題の公募
を行った結
果、実施課
題及び実施
機関が採択
されたもの
である。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２００８コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 19,489,000 19,489,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０８２）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 17,414,000 17,414,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２０１８コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 18,753,000 18,753,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０８１）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 17,400,000 17,400,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２００９コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 31,920,000 31,920,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０７９）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 18,500,000 18,500,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２０４７小規
模水力の利
活用技術の
開発コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 29,796,000 29,796,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２０１６性判
別受精卵コ
ンソーシア
ム業務執行
組合員独立
行政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 27,056,000 27,056,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術２
２０１０ミツバ
チコンソーシ
アム業務執
行組合員独
立行政法人
農業・食品
産業技術総
合研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 42,655,000 42,655,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成22年度地球温暖化
が農業分野に与える影
響評価と適応技術の開
発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

温暖化（農
業適応）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 236,438,000 236,438,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

木製単層ト
レイの量産
化技術共同
研究機関代
表機関独立
行政法人森
林総合研究
所

茨城県つく
ば市松の里
１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 43,426,000 43,426,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度絹糸タンパ
ク質を用いた創傷被覆
材、角膜再生材料等新
素材の開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

絹糸タンパ
ク質を用い
た創傷被覆
材、角膜再
生材等新素
材の開発コ
ンソーシア
ム業務執行
組合員独立
行政法人農
業生物資源

茨城県つく
ば市観音台
２－１－２

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 30,000,000 30,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度カイコによる
ヒト・動物用医薬品の開
発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

カイコによる
ヒト・動物用
医薬品の開
発コンソー
シアム業務
執行組合員
独立行政法
人農業生物
資源研究所

茨城県つく
ば市観音台
２－１－２

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 90,000,000 90,000,000 100.0% － － 1 0 特になし



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度スギ花粉症
治療薬候補となるコメの
開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

スギ花粉症
治療薬候補
となるコメの
開発コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農業
生物資源研
究所

茨城県つく
ば市観音台
２－１－２

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 337,976,000 337,976,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

遺伝子組換
えカイコによ
る新たな高
機能シルク
の開発と生
産システム
の構築コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農業
生物資源研
究所

茨城県つく
ば市観音台
２－１－２

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 35,000,000 35,000,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

地域活性化
を目指した
国産ウルシ
の持続的管
理・生産技
術共同研究
機関代表機
関独立行政
法人森林総
合研究所

茨城県つく
ば市松の里
１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 25,455,000 25,455,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度広域流通に
向けた自給飼料の高品
質化及び安定化技術の
開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

国産飼料（７
系）コンソー
シアム業務
執行組合員
独立行政法
人農業・食
品産業技術
総合研究機
構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 24,000,000 24,000,000 100.0% － － 1 0 特になし



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度自給飼料の
簡易・迅速品質評価技術
の確立委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

国産飼料（６
系）コンソー
シアム業務
執行組合員
独立行政法
人農業・食
品産業技術
総合研究機
構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 16,000,000 16,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度土壌養水分
制御技術を活用した水田
高度化技術の開発委託
事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

水田底力（３
系）コンソー
シアム業務
執行組合員
独立行政法
人農業・食
品産業技術
総合研究機
構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 130,000,000 130,000,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度農業分野に
おける温暖化緩和技術
の開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日
独立行政法
人農業環境
技術研究所

茨城県つく
ば市観音台
３－１－３

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 141,600,000 141,600,000 100.0% － － 3 0

平成２２年度飼料用の稲
麦二毛作体系を基軸とし
た持続的な飼料生産技
術の開発委託事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

国産飼料（２
系）コンソー
シアム業務
執行組合員
独立行政法
人農業・食
品産業技術
総合研究機
構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 120,000,000 120,000,000 100.0% － － 1 0 特になし



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０４６）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 32,270,000 32,270,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０３４）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 19,004,000 19,004,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０１２）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 18,734,000 18,734,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０７７）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 12,985,000 12,985,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０２７）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 27,465,000 27,465,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０１３）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 23,045,000 23,045,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る

平成２２年度地球温暖化
が農林水産分野に与え
る経済的影響評価委託
事業

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

農林水産分
野における
地球温暖化
対策のため
の緩和及び
適応技術の
開発共同研
究機関代表
機関独立行
政法人国際
農林水産業
研究セン
ター

茨城県つく
ば市大わし
１－１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

－ － － 9,417,000 9,417,000 100.0% － － 1 0 特になし

平成２２年度新たな農林
水産政策を推進する実
用技術開発事業委託事
業（新規課題）

支出負担行
為担当官農
林水産技術
会議事務局
長宮坂亘

東京都千代
田区霞が関
１－２－１

平成22年7月30日

実用技術（２
２０７８）コン
ソーシアム
業務執行組
合員独立行
政法人農
業・食品産
業技術総合
研究機構

茨城県つく
ば市観音台
３－１－１

会計法第29
条の3第4項
（公募）

－ － － 12,985,000 12,985,000 100.0% － － － － －

本事業は研
究開発期間
を３～５年と
した競争的
研究資金に
よるもので、
研究課題の
公募を行っ
た結果、実
施課題及び
実施機関が
採択された
ものであ
る。



移行予定年
限

うち農林水
産省出身者

うち公益社
団法人又は
公益財団法
人（特例社
団法人又は
特例財団法
人を含む。）

名称 所在地
商号又は名
称

住所
移行困難な
事由

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

競争性のない随
意契約によらざる
を得ない理由

特別な競争
参加資格
（※提案者
の数が１の
場合の記載
事項）

備　　考

競争性のある契約に移行
予定のもの

予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数
（※契約の
相手方が公
益社団法人
又は公益財
団法人（特
例社団法人
又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事
項）

提案者の数

平成22年度森林資源活
用型ニュービジネス創造
対策事業（小規模分散型
製造システム：相分離変
換によるリグノフェノール
活用タイプ）

支出負担行
為担当官
林野庁長官
島田泰助

千代田区霞
が関1-2-1

平成22年7月7日
旭有機材工
業株式会社

東京都千代
田区内神田
２－１５－９

会計法第２
９条の３第４
項（公募）

－ － － 45,000,000 45,000,000 100.0% － － － － － －

平成22年度森林資源活
用型ニュービジネス創造
対策事業（小規模分散型
製造システム：亜臨界水
処理タイプ）

支出負担行
為担当官
林野庁長官
皆川芳嗣

千代田区霞
が関1-2-1

平成22年7月30日
山陽空調工
業株式会社

広島県広島
市南区大須
賀町１９－１
３

会計法第２
９条の３第４
項（公募）

－ － － 18,995,000 18,995,000 100.0% － － － － － －

平成22年度水産基盤整
備調査委託事業一式

支出負担行
為担当官
水産庁長官
町田勝弘

東京都千代
田区霞が関
1-2-1

平成22年7月15日
財団法人漁
港漁場漁村
技術研究所

東京都千代
田区内神田
1-14-10内
神田ビル

会計法第２
９条の３第４
項（企画競
争）

－ － － 147,800,000 147,800,000 100.0% 7 6 1 1 － －


